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  研究分担者 山田秀臣 東京大学医学部附属病院国際診療部（講師） 
 
研究要旨 

 日本における外国人診療の現状を、外国人患者の分類別による医療機関での受入れ状況、
日本語能力、医療通訳の必要度の観点から調査するために、厚生労働省による「医療機関に
おける外国人旅行者及び在留外国人受入れ体制等の実態調査」（平成 28 年 10-12 月実施、
3,761 医療機関中 1,710 回答）等から解析した。外国人患者を、在留外国人患者、医療目的
以外の訪日外国人旅行者患者、医療目的訪日外国人患者と分類し、かつ、外来・入院の区分
で解析した。その結果、回答のあった医療機関中、外来で 80%、入院で 59%の医療機関が外
国人患者を受入れ、54%の医療機関で日本語の理解に制限のある外国人患者を受入れていた。 
 分類別では在留外国人患者の外来が最多で 75%の医療機関で受入れていた。医療目的以外
の訪日外国人旅行者患者の外来受入れ医療機関は回答中 42%で、東京、京都、北海道、北信
州・飛騨、長崎に多く、医療目的訪日外国人患者の外来受入れ医療機関 17%は東京を中心と
した関東圏、国際空港を持つ地方に認め、在留外国人の受入れを含め、外国人患者の分類に
よる受入れ医療機関の分布に地域差が見られた。外国人患者対応の問題点は、コミュニケー
ション、リスク、時間・労力増加と回答する医療機関が 62-85%あった。 
 外国人患者数は様々な仮定での推定であるが 52〜200 万人程度、医療通訳の必要数は現状
の仮定で 600〜4,000 名程度以上と推定され、英語と中国語のニーズが高いと考えられた。 
 
A. 研究目的 

 

本研究の目的は、外国人診療の調査研究を

行うことにより、国内の医療機関における外

国人診療、医療通訳の実態を調査し、以下の

項目につき、明らかにすることである。 

１. 厚生労働省の実態調査からの外国人患

者の分類による受診医療機関と地域での受診

状況 

２.外国人患者数の推定 

３.医療通訳者の必要人数推定 

  

 

B. 研究方法 

 

1. 調査方法 
厚生労働省が平成 28年 10 月 20 日から同年

12 月 12 日に実施した実態調査「医療機関に

おける外国人旅行者及び在留外国人受入れ体

制等の実態調査」は国内の救急告示病院等（合

計 3,761 医療機関）に送付し、有効期限内の

有効回答数は 1,710 医療機関で、45.4％の回

答率であった。また、地方自治体に対し、外

国人患者に対する調査も行った。この調査結

果の二次利用により検討した。また、外国人

患者の資料として日本医療教育財団からデー

タの供与を受けた。 

 

2．外国人患者の分類 

本研究では、外国人患者の分類を、平成 26
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年度厚生労働科学研究費補助金報告書（国際

医療交流（外国人患者受入れ）に関する研究、

研究代表者遠藤弘良）で用いられた分類の「在

日、訪日、医療目的」を元に、現状を踏まえ

より詳細に記述し、在留外国人患者、訪日外

国人旅行者患者と分けた。さらに、訪日外国

人旅行者患者を、医療目的以外の訪日外国人

旅行者患者と医療目的訪日外国人患者とに分

類した。 

 

3．医療通訳の分類 

医療通訳は電話通訳、派遣通訳、院内通訳の

三種類に分類した。今回のデータ収集は平成

28 年 9 月 9 日、東京大学医学部附属病院・国

際診療部が主催した第 4 回国際医療研究会

(首都圏）内などで報告されたものを使用した。 

 

4. その他、統計データ 

上述の厚生労働省実施の実態調査と第４回

国際医療研究会(首都圏)以外に、法務省、国

土交通省観光庁、総務省、文部科学省、各地

方自治体公表データなど平成 29 年 3 月現在

で検証可能な最新のデータを参考とした。 

 

（倫理面への配慮） 

 該当事項なし。 

 

 

C. 研究結果 
 

1. 実態調査の外国人患者動向 
1.1. 医療機関の外来・入院の外国人患者受

入れ 

今回の研究は、厚生労働省平成 28 年実態調

査結果を用いたが、この実態調査結果はすべ

ての医療機関からの回答ではなく、調査を実

施した限定された救急告示病院等の内、回答

のあった医療機関における受入れの状況であ

る。 

 調査結果では、外国人患者の受入れありと

回答した医療機関は、1,710 医療機関中、外

来で 80%、入院で 59%であった（図 1-1、1-

2）。外国人患者の分類別では、在留外国人患

者は 75%、医療目的以外の訪日外国人旅行者

患者は 42%、医療目的の訪日外国人患者は

17%であり、外来では在留外国人患者の受入

れが最も多かった(表 1)。入院では、在留外

国人患者は 53%、医療目的以外の訪日外国人

旅行者患者は 25%、医療目的の訪日外国人患

者は 11%であった(表 1)。 

 患者の受入れについては、外来・入院の両

区分ともに、在留外国人の患者数を「な

し」、「10 名以内」（1〜10 名）、「11〜50 名」、

「51〜100 名」、「101 名以上」の５カテゴリ

ーで調査すると、最も回答が多かったのは外

来・入院ともに「10 名以内」であった。医療

目的以外の訪日外国人旅行者患者と医療目的

訪日外国人患者数は、外来・入院共に「な

し」、「5名以内」(1〜5 名)、「6〜11 名」、「11

〜20 名」、「21 名以上」の５カテゴリーの調

査で最も回答が多かったのは外来・入院とも

に「5名以内」であった。 

 

１）外来患者 

外国人患者の外来受入れ実績のある医療機

関(平成 27 年度)は回答のあった 1,710 医療

機関中 1,368 医療機関（80%）であり、受け

入れ実績のない医療機関は 7%、把握していな

い医療機関が 14%であった(図 1-1)。 

i)在留外国人患者(図 1-3） 

 在留外国人患者の外来患者受入れは回答の

あった 1,710 医療機関中 1,277(75%)の医療機

関で実績を認め、受入れなしの回答 1%で、把

握していない 5%、空欄 20%であった。患者数
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を把握していない医療機関が 61％あり、患

者数を把握している 502 医療機関（39％）で

の受入れ人数別内訳では、受入れ人数が 10

名/年以下の医療機関が 210 施設（42%）で最

も多いが、101 名以上/年受入れている医療機

関も 104 施設(20%)あった。 

ii)医療目的以外の訪日外国人旅行者患者(図

1-4) 

 医療目的以外の訪日外国人旅行者患者の外

来受入れは 718 医療機関(42%)の医療機関で

受入れ実績を認め、受入れがない医療機関は

20%であった。患者数を把握している 283 医

療機関(39％)での受入れ人数別内訳では、受

入れ人数 1〜5 名/年が 158 施設(41%)、21 名

以上/年受入れは 53 施設(14%)であった。 

iii)医療目的訪日外国人患者(図 1-5) 

 医療目的訪日外国人患者の外来受入れは

296 医療機関(17%)で受入れがあり、51%は受

入れがないとの回答であったが、把握してい

ない・空欄が合計 32%であった。受入れ患者

数を把握している 119 医療機関 (40％)での

受入れ人数別内訳は 1〜5 名/年までの医療機

関が 58 施設(49%)、21 名以上/年の受入れ医

療機関が 29(24%)あった。 

 

２）入院患者(図 1-2) 

入院患者では、外国人患者の受入れ実績は

回答のあった 1,710 医療機関中 59%であり、

受入れなしが 27%、把握していないが 14%で

あった。 

i)在留外国人患者(図 1-6） 

 在留外国人患者の入院は 53%の医療機関で受

入れがありと回答し、受入れがないとの回答

は 3%であった。把握していない、空欄が合計

44%であった。受入れ人数を把握している 336

医療機関(37%)での受入れ人数別内訳では 10

名/年以下の医療機関が 217(65%)で最も多い

が、101 名以上/年の受入れも 36 医療機関

(11%)あった。 

ii) 医療目的以外の訪日外国人旅行者患者

(図 1-7) 

 医療目的以外の訪日外国人旅行者患者の入

院は回答のあった 1,710 医療機関中 25%の医

療機関で受入れありと回答し、受入れがない

との回答の医療機関は 19%であった。把握し

ていないまたは空欄がそれぞれ 15%、41%で、

両者で 56%あった。受入れ数を把握している

のは 164 医療機関(38%)であり、受入れ人数

別内訳では 1〜5 名/年までの医療機関が 120

施設(73%)と最多であるが、11-21 名、21 名

以上/年を受入れている医療機関もそれぞれ

11 施設(7%)あった。 

iii) 医療目的訪日外国人患者(図 1-8) 

医療目的訪日外国人患者の入院は 11%の医

療機関で受入れありの回答で、受入れなしの

回答は 51%であった。受入れ数を把握してい

る 83 医療機関(42%)の受入れ人数別内訳では

受入れ人数は 1〜5 名/年までの医療機関が 50

施設(60%) で最も多いが、21 名以上/年を受

入れている医療機関も 19(21%)あった。 

 

1.2. 外国人患者の地域別特性 

I.北海道・東北地方(図 2-1 右) 

北海道では、在留外国人患者の受入れはオ

ホーツク海沿岸地域、千歳・夕張地域、日高

地域、網走・釧路地域の医療機関でみられ

た。訪日外国人旅行者患者の受入れは、稚

内、富良野地域、小樽、室蘭、函館の医療機

関にみられた。札幌の医療機関では在留外国

人患者・医療目的以外の訪日外国人旅行者患

者の両者を受入れていた。医療目的訪日外国

人患者は札幌、帯広、釧路の医療機関で受入

れていた。 

東北地方は、在留外国人患者も訪日外国人
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旅行者患者も特徴的な集積地を認めなかっ

た。 

北海道・東北地方で在留外国人患者・医療

目的以外の訪日外国人旅行者患者・医療目的

訪日外国人患者のどれか一分類で患者数が最

も多いカテゴリーの回答のあったのは 17 医

療機関であった(表 3-5)。 

 

II.関東地方(図 2-2) 

東京都区部に医療目的以外の訪日外国人旅

行者患者受入れ医療機関が集中し、また、区

部以外で在留外国人患者の受入れ医療機関の

集積地がみられ、また、医療目的訪日外国人

患者の受入れ医療機関もみられた。   

区の北東部は在留外国人患者の受入れ医療

機関が多かった。一方、区の中心から南側は

在留外国人患者と医療目的以外の訪日外国人

旅行者患者受入れの両者を受入れる医療機関

が多かった。多摩地域は他の関東圏と同じ傾

向であった。町田市、府中市、東大和市に在

留外国人患者受入れが多い医療機関を認め

た。 

北関東では、栃木県日光・那須地域で医療

目的以外の訪日外国人旅行者患者受入れが多

い医療機関を認めた。茨城県はつくば市・常

総市・土浦市に在留外国人患者の受入れ医療

機関が多い。群馬県は太田市を中心に在留外

国人患者の受入れが多い医療機関を認めた。 

南関東は、在留外国人患者受入れ医療機関

の集積を認めた。千葉県は東京湾岸と東部の

銚子市周辺の医療機関に在留外国人患者の受

入れ医療機関がみられた。神奈川県は横浜

市・川崎市、そして県中央部に在留者外国人

患者の受入れ医療機関の集積を認めた。埼玉

県は広範囲に在留外国人患者の受入れが多い

医療機関を認めた。医療目的以外の訪日外国

人旅行者患者受入れが多い医療機関は千葉県

の国際空港を持つ成田市と富津市に認めた。 

関東地方で在留外国人患者・医療目的以外

の訪日外国人旅行者患者・医療目的の訪日外

国人患者のどれか一つの分類で一番患者数が

多いカテゴリーに入ったのは 48 医療機関(東

京都 23、東京都以外 25)であった(表 3-5)。 

 

III.中部地方(図 2-1 左) 

静岡県は遠江地域に在留外国人患者の受入

れ医療機関の集積を認めた。愛知県は三河地

域と尾張地域郊外に在留外国人患者の受入れ

が多い医療機関を認め、医療目的の訪日外国

人患者受入れ医療機関もみられた。長野県

は、ほぼ全域の医療機関で外国人患者の受入

れ実績があり、北信州地域の一部で医療目的

以外の訪日外国人旅行者患者受入れ医療機関

の集積がみられた。岐阜県は美濃地域に在留

外国人患者の受入れ医療機関がみられ、飛騨

地域（高山市）では医療目的以外の訪日外国

人旅行者患者を多く受入れる医療機関があっ

た。北陸地方では、医療目的以外の訪日外国

人旅行者患者受入れが多い医療機関が福井県

坂井市にみられた。 

中部地方で在留外国人患者・医療目的以外

の訪日外国人旅行者患者・医療目的の訪日外

国人患者のどれか一つの分類で一番患者数が

多いカテゴリーに入ったのは 29 医療機関で

あった(表 3-5)。 

 

IV.近畿地方(図 2-3 右) 

三重県では、北勢・中南勢・伊賀地方に在

留外国人患者の受入れ医療機関が多くみられ

た。滋賀県は在留外国人患者の受入れ医療機

関が多かった。大津市は、医療目的以外の訪

日外国人旅行者患者を多く受入れる医療機関

を認めた。京都府は、京都市中心地の医療機

関で医療目的以外の訪日外国人旅行者患者と
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在留外国人患者の受入れの医療機関が多かっ

た。大阪府は、大阪市を中心に在留外国人患

者の受入れが多い医療機関を認めると共に京

阪地域や和泉地域に、在留外国人患者と医療

目的以外の訪日外国人旅行者患者を受入れる

医療機関を複数認めた。 

近畿地方で、在留外国人患者・医療目的以

外の訪日外国人旅行者患者・医療目的の訪日

外国人患者のどれか一つの分類で一番患者数

が多いカテゴリーに入ったのは 24 医療機関

であった(表 3-5)。 

 

V.中国・四国地方(図 2-3 左) 

岡山県と愛媛県に医療目的の訪日外国人患

者の受入れ医療機関が存在した。山口県宇部

市は医療目的以外の訪日外国人旅行者患者を

受入れる医療機関の集積を認めた。 

在留外国人患者・医療目的以外の訪日外国

人旅行者患者・医療目的の訪日外国人患者の

どれか一つの分類で一番患者数が多いカテゴ

リーに入ったのは 10 医療機関であった(表 3-

5)。 

 

VI.九州・沖縄地方(図 2-4) 

 福岡県は在留外国人患者と医療目的の訪日

外国人患者の受入れの医療機関がみられた。

長崎県対馬に医療目的以外の訪日外国人旅行

者患者を多く受入れる医療機関を認めた。長

崎に医療目的以外の訪日外国人旅行者患者受

入れ医療機関の集積を認めた。佐賀県、大分

県、熊本県では、医療目的以外の訪日外国人

旅行者患者を経験している医療機関を認め

た。鹿児島県と沖縄県は今回の実態調査で医

療機関の回答数が少なく、医療機関の特色は

不明であった。 

在留外国人患者・医療目的以外の訪日外国

人旅行者患者・医療目的の訪日外国人患者の

どれか一つの分類で一番患者数が多いカテゴ

リーに入ったのは 31 医療機関であった(表 3-

5)。 

 

日本全体での外国人患者受入れのある医療

機関をまとめると、在留外国人患者、医療目

的以外の訪日外国人旅行者患者、医療目的の

訪日外国人患者の分類にて、地域特性がみら

れることが明らかになった(図 2-5)。 

 

1.3. 外国人患者の日本語能力 

実態調査の結果では、日本語能力に制限の

ある患者を受入れたと回答した医療機関は

54%であり、受入れなしの回答の医療機関は

16%で、把握していない、または、空欄の回

答が合計 30%あった(図 3-1）。言語を把握し

ていない医療機関を 29%認めた。対応した言

語は、日本語以外では英語、中国語が多かっ

た。他の必要言語は、ポルトガル語、韓国

語、ベトナム語、ロシア語、スペイン語、タ

ガログ語であった(表 3-1)。ポルトガル語と

スペイン語の医療通訳が必要な医療機関は、

日系南米人の集積地域の東海道沿線や群馬県

などに多く認めた。韓国語は西日本を中心に

京都府、大阪府、東京都、神奈川県、福岡

県、長崎県などの医療機関に認めた。実態調

査でベトナム語が最も必要と回答した医療機

関は岩手県、石川県、福井県、愛媛県、山梨

県に認めた。同じくロシア語は、北海道、東

京都、そして新潟県など北陸の医療機関に認

めた。同じくタガログ語は、東海三県と千葉

県、大阪府などに認めた。 

 

1.4.外国人患者の診療科について 

実態調査の結果から、診療科別では、内

科、外科、整形外科の順に多く、救急、小児

科、産婦人科が続いた(表 3-2）。今回の実態
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調査では健診のニーズは下位であった。 

 

1.5. 外国人患者の医療機関の言語対応 

実態調査の結果から、医療機関の医療通訳

者について、「配置している」は 15%である

が、兼任の職員対応が 8割占めた（図 3-2）。

英語では医師が医療通訳を最も多く兼任して

いた。他の言語は事務系スタッフが主に担当

していた(図 3-3）。 

院内医療コーディネーターは医療機関にお

ける外国人患者対応の共通窓口として、患者

受入れや文書翻訳、医療通訳の手配などを行

う役職という現状での位置付けと考えられる

が、医療コーディネーターを配置している医

療機関は 3％であった(図 3-4)。 

電話通訳も含めた医療機関外の医療通訳の

利用について、実態調査の結果から「医療通

訳を利用したことがある」は全体の 14%程度

であった。外部の医療通訳を利用した理由

は、「言葉や文化の違いに起因するトラブル

回避」、「医療従事者の精神的・身体的負担の

軽減」、「外国人患者対応にかかる時間の削

減」でリスク管理と医療者の負担軽減が目的

であった。この医療通訳の利用効果は、「概

ねよかった」が 86%、「どちらとも言えない」

が 14％であった。 

院外の医療通訳などを利用していない医療

機関に今後の導入予定についての質問に対す

る回答では、予定あり(1%)、検討中(12%)、

なし(87%)で、大多数は導入予定がなかっ

た。外部の医療通訳などを「利用しない」ま

たは「しない予定」の回答の理由は、「外国

人患者数が少ない」が 62%、「通訳費用を支払

う予算・体制がない」が 28%、「患者側が通訳

を手配すべき」が 17%であった。 

医療機関から院外医療通訳への要望は、救

急（即時）対応(47%)、安価(38%)、夜間休日

など時間外の対応(37%)であった。 

 

1.6. 外国人患者対応の課題 

実態調査の結果から、外国人の患者対応に

ついて、84.5%の医療機関は「言語や意思疎

通の問題」があると回答し、「未収金や訴訟

などのリスク」は 63.9%、「対応に要する時間

や労力の増加」は 61.7%であった(図 3-5)。 

実際の外国人患者とのトラブル経験（数

年）の結果は、「金銭・医療費に関するトラ

ブル」が 29.8%、「言語的コミュニケーション

上のトラブル」は 26.5%の医療機関が経験し

ていた。「訴訟に発展した・発展する可能性

があったトラブル」も 1.3%の医療機関が経験

していた。 

 

1.7.地方自治体の在留外国人対応 

地方自治体の外国人患者サポートについ

て、今回の実態調査で地方自治体（都道府

県、主要都市）の回答結果、41 都道府県から

回答を得た。5県は自治体から医療機関側へ

外国人患者のサポートに関する情報提供があ

った。住民側と医療機関側の両方に外国人患

者のサポートに関する情報を提供していたの

は 1県のみであった。 

 

2. 外国人患者数の推定 
多様な背景、国際流動性、トレーサビリテ

ィが乏しい外国人患者数を推定することは非

常に困難であるが、以下の仮定、条件により

推定した(表 3-3）。 

i)医療目的以外の訪日外国人旅行者患者 

国土交通省観光庁の訪日外国人動向調査で

は、2016 年訪日人数は約 2,400 万人である。

旅行客の不慮の事故や体調不良による医療機

関受診割合は 2-4%(2012 年 JTB 公表日本人海

外旅行保険医療機関受診率 2.16%)と言われて
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いる (1, 2)。受診率 2%と仮定すると年間 48 万

人となる。一方、今回の実態調査の医療機関

回答の患者数からの推定受診者数は、最大で

5万人程度と推定される。 

ii)医療目的訪日外国人患者 

医療滞在ビザの発行数は平成 25 年度 299 件

から平成 27 年度 946 件と増加している(3)。

医療目的で訪日外国人患者の受入れは、今回

の実態調査で回答のあった医療機関で、外来

で 17%の医療機関で受入れあると回答があっ

た。一方、今回の実態調査の医療機関の回答

患者数合計から推定人数は 3,600 人程度とな

る。2014 年医療機関調査（野村総研）では、

6,924 名の医療目的の訪日外国人患者数が示

されている(4)。観光庁の訪日目的調査(5)では

訪日外国人旅行者のうち 1%程度が医療目的で

あるので推定 24 万人となる。これには健康

診断、美容整形、ウェルネス等を含むと考え

られるが、今回の実態調査には健診施設等は

含まれておらず、数字に違いがあると考え

る。 

以上の様々な仮定、条件のもとではある

が、医療目的の訪日外国人患者数は 3,600 人

〜24 万人程度と推定された。 

iii)在留外国人患者 

 法務省在留資格統計資料(6)より、現在の在

留外国人数は 223 万 2189 人（平成 27 年末）

であり、永住者（70 万 500 人）、特別永住者

（34 万 8626 人）を含む。在留外国人は 25 歳

をピークに 20〜30 歳で全人口の 4-5%を占め

る。厚生労働省主要疾患総患者数(7)(平成 26

年度)を外国人人口比率に適応すると、推定

123 万人程度（永住者などを除くと 47 万人）

となる。今回の実態調査の医療機関回答の患

者数集計からは、50 万人程度が推定された。

以上の仮定、推定から在留外国人患者数は、

47～120 万人程度と考えられた。 

これらをまとめると、 

 医療目的以外の訪日外国人旅行者患者 
5万〜48 万人 

 医療目的の訪日外国人患者 3,600人〜

24 万人 

 在留外国人患者数 のべ 47万〜120 万人 

以上より、外国人患者数は約 52〜200 万人

程度と推定される。 

 

3. 医療通訳者の必要人数推定 
医療通訳者の必要数の推定は、外国人患者

すべてが日本語の理解に制限があるというわ

けではないので、いくつかの仮定が必要であ

り、実数を推定するのは非常に困難である。 

 訪日外国人の日本語能力についての資料は

見いだせなかったが、日本語能力に制限があ

る可能性が高く、訪日外国人患者は医療通訳

サポートが必要となることが考えられる。仮

に訪日外国人患者すべてが日本語能力に制限

があり医療通訳を必要と仮定すると、訪日外

国人患者数は、医療目的以外で 5万人〜48 万

人、医療目的で 3,600人〜24 万人であるの

で、訪日外国人患者の医療通訳必要な患者数

は、5万 3,600人〜72 万人と推定される。 

 在留外国人患者推定数は 47万〜120 万と考

えられたが、在留外国人の日本語能力は様々

である。東大病院データ(8)では在留外国人患

者の約 20％は日本語能力に制限があった。他

の研究成果からも同様に 20.1〜25%の外国人

患者で日本語能力の制限が報告されている
(9,10)。在留外国人患者の 20%が日本語能力に

制限があり医療通訳を必要とすると仮定する

と、在留外国人患者で医療通訳の必要な患者

数は 10〜24 万人程度と推定される。 

 以上より、日本語能力に制限があり医療通

訳が必要となる外国人患者は、訪日外国人患

者の 5万 3600人〜72 万人と、在留外国人患
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者 20%の 10〜24 万の、合計年間約 15万人〜

100 万人程度となる。 

 医療通訳が 1日 1名の患者に対応し、勤務

を年間 250 日と仮定すれば、医療通訳の必要

数は 600名〜4,000 名程度(推定患者数

(150,000〜1,000,000)/250))と推定される

が、上述のように現時点で医療期間の実態調

査でも外国人患者数や外国人患者の分類別を

把握していない医療機関もある中で様々な推

定、仮定によるものであり、現時点での限界

である。さらに考慮すべきは、医療通訳の言

語であるが、本研究で医療通訳の必要な言語

が、英語、中国語が多いことが明らかになっ

たが、言語別の患者数は不明であり、医療通

訳の言語別の必要数を推定することは不可能

であった。医療通訳言語は、一人の医療通訳

者が２言語を超える言語の通訳はまれと考え

られるので、通訳言語を考慮すると、今回推

定した数以上の医療通訳者が必要になるとも

考えられる。今後、医療通訳者の必要人数の

推定には、医療機関での外国人患者の定義、

分類が共有されて実数が把握され、さらに、

必要言語を含む統計数などが明らかになるこ

とが必要と考えられる。 

 他方、現在、医療通訳としての登録者推

定数を調査した。医療機関・企業等雇用また

は登録者が約 1,000 名、自治体のボランティ

アベース（派遣通訳など、在留外国人支援の

コミュニティ通訳など）登録者が約 4,000 人

（推定数）と考えられる(11) (表 3-4)。登録

者からは実際に医療通訳として活動している

人数は明らかでない。 

 このように医療通訳の必要数は推定が難

しいが、いくつかの仮定、条件のもとで、少

なくとも 600 名〜4,000 名程度以上は必要と

推定された。 

 

D. 考察  
 

1. 医療機関の外国人患者の分類 
 今回の研究に用いた厚生労働省が平成 28

年に実施した実態調査「医療機関における外

国人旅行者及び在留外国人受入れ体制等の実

態調査」(3,761 病院中 1,710 病院回答、回答

率 45.4%)で得られた回答では、日本における

外国人患者の受入れは平成 27 年度で 80%の医

療機関であった（図 1-1）。本研究で用いた

「在留外国人」、「医療目的以外の訪日外国人

旅行者患者」「医療目的の訪日外国人患者」

の分類はまだ一般的でなく、患者数を把握し

ている医療機関も 40%程度にとどまった。外

来で外国人患者を受入れのあった医療機関

は、在留外国人患者は 75%、医療目的以外の

訪日外国人旅行者患者は 42%、医療目的の訪

日外国人は 17%であった。外来では、在留外

国人の患者の受入れ経験が最も多い(表 1)。 

入院患者は、外国人患者の受入れは 59%の医

療機関で経験している。「なし」は 27%であ

り、約 1/4 の医療機関は入院患者の受入れ経

験はなく、外来患者の傾向であった。内訳

は、在留外国人患者は 53%、医療目的以外の

訪日外国人旅行者患者 25%、医療目的の訪日

外国人患者は 11%の医療機関で入院実績があ

った。特に医療目的以外の訪日外国人旅行者

患者の入院は外来と大きな差が認めた。医療

目的以外の訪日外国人旅行者患者は、主に外

来対応と推測された。 

 

2．外国人患者の分類と地域性について 

北海道に医療目的以外の訪日外国人旅行者

患者の集積を認めた。北海道庁観光白書(12) 

によると北海道に年間 208 万人(全国の 9.8%)

の訪日があり、中国(27%)、台湾(26%)、韓国

(14%)、香港(8%)、タイ(7%)と中華圏と東南



 18

アジアからが多い。7月と、12月〜2 月の冬

期に多い(図 4-1)。 

東北地域は青森県三沢市で在留外国人患

者、医療目的以外の訪日外国人旅行者患者を

認めた。仙台市の大学病院で在住者の集積を

認め、広範囲地域から患者が集っている特徴

と推測する。 

関東地域は、東京区部の集中と関東地域の

在留外国人患者の集積がみられる。在留外国

人国籍（区部）は、中国、韓国・朝鮮、フィ

リピン、ベトナム、ネパール、米国、イン

ド、タイ、ミャンマー、英国で、ベトナム、

ネパールは近年増加が著しい(表 4-1) (8)。外

国人患者の言語対応は英語が中心で、中国語

と合わせると全体の 90%となる (図 4-2)。 

北関東(群馬・栃木・茨城県)は日光・栃

木・那須地域に医療目的以外の訪日外国人旅

行者患者が多い。つくば市・常総市・土浦市

は在留外国人が多い地域である。北関東の他

の地域は在留外国人患者対応が中心となる。

群馬県太田市・伊勢崎市、他の地域も在留者

が多く受診する医療機関がみられた。 

南関東(埼玉、千葉、神奈川)は、国際空港

を持つ成田市と富津市で医療目的以外の訪日

外国人旅行者患者を受入れる医療施設を認め

る。千葉県東部の銚子市周辺、東京湾岸、神

奈川県中央部、埼玉県全域に在留外国人患者

を受入れる医療機関がある。特徴は外国人国

籍で埼玉県の資料(13)から人数の多い順に中国

(33%)、韓国・朝鮮(17%)、フィリピン

(11%)、ベトナム(6%)、ブラジル(4%)であ

り、後述する東海・近畿とは異なり、フィリ

ピンやベトナムなど、東南アジア系が多い。 

中部地方は、同一県内でも外国人分布が異

なることが特色である。遠江地区・三河地区

を中心とした愛知・静岡県の製造業地域に日

系ブラジル人の居住が多いことが知られてい

る。静岡県の病院でほぼ 100%は在住者、国籍

はブラジル、言語もポルトガル語（+スペイ

ン語）となっている(図 4-3)。愛知県の大学

病院でも外国人患者の 8割は在留者（ブラジ

ル人）である(図 4-4 左)。 

静岡県の外国人患者国籍は(14)、ブラジル

(33%)、フィリピン(18.3%)、中国(15.8%)、

韓国・朝鮮(7.6%)、ペルー(6.2%)であった。 

愛知県は、在留外国人数が 3番目に多い県

であり、国籍はブラジル(22.9%)、中国

(21.7%)、韓国・朝鮮(16.3%)、フィリピン

(14.9%)、ベトナム(6.3%)である(図 4-4 

右)。今回の実態調査はこの分布と同様の結

果となった。名古屋市内は医療目的以外の訪

日外国人旅行者患者を受入れる医療機関もみ

られる。医療目的の訪日外国人患者を受入れ

る医療機関もあり、県内に国際空港があるこ

とが関与している可能性が考えられる。 

長野県の在留外国人国籍は中国(30.0%)、ブ

ラジル(15.3%)、フィリピン(13.5%)、韓国・

朝鮮(12.7%)、タイ(7.1%)、ベトナム(4.8%)

であるが(15)、地域別では中国人が長野地域、

松本地域、下伊那地域で、ブラジル人は上伊

那地域、松本地域、上小(上田市、小県郡)地

域に、韓国・朝鮮国籍は松本地域、長野地域

に分布している。タイ人は佐久地域、長野地

域に居住をみとめる。在留外国人は国籍で集

積地域が異なり、長野・松本両市以外にも居

住していることが今回の実態調査で外国人患

者を受入れている医療機関が広範囲でみられ

たと考えられる。今回の実態調査で北信州地

域に医療目的以外の訪日外国人旅行者患者を

受入れる医療機関がみられた。長野県を訪れ

る外国人は年間約 24.9 万人であり(16)、国籍

は台湾(30%)、豪州(16.4%)、香港(9.8%)、中

国(7.3%)、米国(6.5%)である。 

岐阜県は飛騨地区と美濃地域で異なり、美
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濃地域は愛知県など他の東海地方の特色と同

様である。岐阜市を中心とした在住外国人の

国籍は中国(25.1%)、フィリピン(23.1%)、ブ

ラジル(20.7%)、韓国・朝鮮(9.4%)、ベトナ

ム(9.0%)と続く。中国人、韓国・朝鮮人、ベ

トナム人は岐阜市に集積するのに対し、フィ

リピン人とブラジル人は可児市、美濃加茂

市、大垣市（ブラジル人のみ）に集積してい

る。ベトナム人は技能実習生(17)が関与してい

る可能性が考えられる。在留外国人患者の受

入れ医療機関が多い美濃地方に対し、飛騨地

方、特に高山市で医療目的以外の訪日外国人

旅行者患者を受入れる医療機関がみられた。

高山市の外国人宿泊はアジア圏(台湾、タ

イ、シンガポール)70%、ヨーロッパ 16%、北

米 6%、オセアニア 6%で、比較的欧米系の割

合が多く、欧米では米国、スペイン、フラン

ス、英国からが多い(図 4-5)(18)。月別宿泊は

3月〜4 月の高山祭りのピークと共に晩秋に

もピークを認める。 

北陸地方の在留外国人の国籍は新潟県(中

国、韓国・朝鮮、ベトナム、フィリピン、ネ

パール）、富山県(中国、ブラジル、フィリピ

ン、ベトナム、韓国・朝鮮）、石川県(中国、

ベトナム、韓国・朝鮮、ブラジル、フィリピ

ン）、福井県(中国、ブラジル、韓国・朝鮮、

フィリピン、ベトナム)であり、ベトナム人

の増加率が高く、福井県 (19)でみられる。 

近畿地方は三重県・滋賀県と京都市、大阪

府に特徴があり、三重県は北勢・中南勢・伊

賀地方に在留外国人を受入れる医療機関を認

める。三重県の在留外国人国籍はブラジル

(27%)、中国(20%)、韓国・朝鮮(12%)、ペル

ー(7%)で、愛知県と似た比率である。在留外

国人が多い市町村は四日市市、津市、鈴鹿

市、伊賀市、松坂市、桑名市の県北部で今回

の実態調査でも外国人患者受入の医療機関の

分布は同様であった(図 4-6)。 

滋賀県は湖東・湖北地域、甲賀・東近江地

域、南部地域、大津・高島地域は同様で在留

外国人が多く居住し、国籍はブラジル、韓

国・朝鮮、中国、フィリピン(20)である。 

京都府は京都市に在留患者と医療目的以外

の訪日外国人旅行者患者の両者を受入れる医

療機関がある(図 4-7)。外国人旅行者は台湾

(23%)、中国(21%)、米国(10%)、豪州

(5.0%)、香港(4.9%)で、一方在留者は韓国・

朝鮮(54%)、中国(25%)、フィリピン(4.0%)、

米国(2.0%)、ベトナム(2.0%)であり(21)、旅行

者は米国と豪州など欧米系の割合が高く、宿

泊地ならびに在留外国人住所は 90%以上が京

都市である。 

大阪府では訪日外国人は中国(38%)、韓国

(15%)、台湾(15%)、香港(8%)、米国(3%)で中

国と韓国の割合が多く、在留者は韓国・朝鮮

(53%)、中国(25%)、ベトナム(5%)、台湾

(3%)、フィリピン(3%)で韓国と中国で 78%を

占める(図 4-8)。よって、在留外国人患者の

受入れ対応に医療目的以外の訪日外国人旅行

者患者の受入れに貢献できると考えられる。 

兵庫県の在留外国人は韓国・朝鮮(46.1%)、

中国(22.8%)、ベトナム(9.2%)、フィリピン

(4.0%)、ブラジル(2.3%)であり(22)、韓国・朝

鮮国籍は神戸地域、阪神地域、中播磨地域

(姫路市)に多く、中国国籍は神戸地域に多

く、ベトナム国籍も神戸地域と中播磨地域に

多い。この在留外国人分布と同様に阪神地域

から東播磨で在留外国人患者を多く受入れる

医療機関を認める。特別永住者(42%)、永住

者(23.7%)が半数以上を占め、日本滞在も長

く日本語能力が高い可能性も考えられる。 

中国・四国地方では山口県宇部市に医療目

的以外の訪日外国人旅行者患者を受入れる医

療機関がみられた。岡山空港、松山空港、香
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川空港、山口宇部空港は台湾、中国、韓国な

どの国際便があり、外国人患者の訪日と患者

受入れに関与している可能性が考えられた
(23)。中国・四国地方の在留外国人の分布は韓

国・朝鮮、中国の順であるが、在留外国人患

者者の多い医療機関は瀬戸内海沿岸を中心に

認め、山口県はほぼ全地域で在留外国人患者

受診実績のある医療機関を認めた。 

九州・沖縄の地域は、韓国やアジアンゲー

トとしての福岡県が特徴的である。福岡県の

外国人旅行者国籍は韓国(62%)、中国(62%)、

台湾(62%)であり、在留外国人国籍は中国

(36%)、韓国・朝鮮(31%)、フィリピン(7%)、

ベトナム(5%)、ネパール(5%)である。海外か

らは福岡国際空港(59%)、博多港(38%)経由

で、海路を約 4割利用している(図 4-9)。医

療目的の訪日外国人患者受入れ病院も認め

る。在留外国人患者と医療目的以外の訪日外

国人旅行者患者の両者を受入れる医療機関が

ある。在留外国人も医療目的以外の訪日外国

人旅行者患者も韓国と中国が多いので、受入

れの対応で考慮できる可能性がある。 

長崎県は対馬で医療目的以外の訪日外国人

旅行者患者を受入れる医療機関の集積がある
(24)。この地の観光客は 19 万人(平成 26 年)で

年々増加している。佐世保の旅行者は台湾、

米国が多い。 

佐賀県、大分県、熊本県、宮崎県は韓国人

観光が多い地域であるが、今回の実態調査

で、医療機関で医療目的以外の訪日外国人旅

行者患者の受入医療機関を認めた。震災時等

での外国人患者は情報弱者となりやすいこと

が指摘されている(25-27)。災害時受傷で外国人

患者の対応、受入れは今後も課題である。 

鹿児島県と沖縄県は台湾・中国からの観光

客が多く、沖縄観光客は台湾、中国、韓国、

香港が多く、さらに増加している (28)。沖縄

県の在留外国人は唯一米国籍が最も多く、米

国(29%)、フィリピン(22%)、中国(8%)、韓

国・朝鮮(5%)、インドネシア(4%)である(29)。

今回の実態調査では医療機関の回答数が少な

く、医療機関の特色は不明である。 

外国人患者の診療は訪日、在留の外国人増

加により増加すると考えられるが、様々な課

題(30,31)もあり、適切な医療通訳による言語、

コミュニケーションの促進は不可欠である。 

以上、まとめると 

 外国人患者は在留外国人患者、医療目的以
外の訪日外国人旅行者患者、医療目的の訪

日外国人患者に分類し、外来・入院に区分

すると、在留外国人の外来の受入れが多い

（80％）。地域、医療機関により訪日外国

人など受入れる外国人患者の分類に違いが

みられる。 

 患者の日本語理解に制限のある場合も多
い。 

使用言語は地域特性を認め、中国語、英語

が多いが、それ以外もみられる。 

 

3. 医療機関側の問題 

今回の調査で日本語能力に制限のある患者

を受入れた医療機関は 54%であった(図 3-

1)。医療機関側は外国人患者対応の問題点と

して、言語や意思疎通の問題(84.5%)と医療

リスク の増大(63.9%) の回答があった(図 3-

5)。医療機関側の医療通訳の要望があるが、

安価で 24 時間 365 日急病対応も可能な体制

を整えることは困難である。その重要度、優

先度などを検討する必要があるが、「医療通

訳」のために生じる新たな費用や、リスクは

医療経済や医療安全などから検討が必要と考

えられる。 

 

4. 外国人患者数の推定 
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外国人患者数を明確に推定するには、現時

点でいくつかの限界があるため困難であっ

た。第一の限界は「外国人患者」に一定した

定義がないことであった。また第二に、医療

機関での外国人患者の実数を把握しているこ

ともまだ少ないことであった。外国人患者を

各医療機関からの回答数から推定するには限

界があった。例えば、在留外国人は在留３ヶ

月で在留資格を取得すれば、健康保険を取得

可能であり(32)、また、医療機関の窓口で国籍

を問われないこともあり、医療現場で正確に

患者の国籍を把握することも困難である。 

訪日外国人旅行者の医療機関の受診は年間

5〜48 万人程度と推定した。この訪日外国人

旅行者が想定通り今後 2020 年に 4,000 万人

となると患者数も単純に約 2倍程度の 10〜80

万を越えることが想定される。訪日外国人は

東アジア・東南アジア諸国が多く 80%程度を

占めていることから(5)、英語以外のアジア諸

国言語のニーズ増加が予想される。今回の実

態調査で推定した受診者数は 5万人程度であ

った。今回の調査回答からの推定患者数は、

別の予測より少ないが、この原因はいくつか

考えられ、医療機関が患者を訪日外国人旅行

者とし分類し、患者数を把握していない可能

性も考えられた。今後の統計数を確定するた

めにも適切な外国人患者の定義、分類に基づ

く患者数の把握が急務と考える。 

医療目的の来日患者は 3,600人〜24 万人程

度と幅広い推測数となった。今回の実態調査

で 1〜2 割程度の医療機関で患者の受入れ実

績があった。医療滞在ビザは中国人が大多数

(平成 27 年、87.6%)(3)である。今後、医療目

的の来日患者受入れを目的としたジャパンイ

ンターナショナルホスピタルズ(33)など受入れ

医療機関での患者実数把握が望ましい。受入

れ医療機関に対して患者の把握・追跡性を含

めた詳細な研究解析が必要である。 

 

5．医療通訳者の必要人数推定について 

医療通訳者の必要人数の推定を試みたが、

いくつかの理由により、現時点では非常に困

難であった。第一の理由は、上述のように

「外国人患者」の定義、患者数の把握、推定

が現時点では困難なことである。第二に、同

じ外国人患者の分類でも、日本語の理解の能

力には個々の患者で異なり、また、日本語が

今後どのように世界で認識されるかにより変

化する可能性もある。第三に、現時点では、

外国人患者に必要な医療通訳の言語別の患者

数が明らかでない点もある。第四に、医療通

訳の形態も、対面での通訳や、電話など遠隔

通訳など、様々な形態が存在し、今後、機械

通訳などの可能性もあり、多くの複数のシス

テムが混在することも、医療通訳者の必要数

の推定を難しくしている。 

例えば、外国籍でも日本での生活基盤があ

るか、または、母国の日本語教育、日本での

留学経験など日本語の能力があり、日本語の

コミュニケーションが問題のない患者もい

る。一方、日本国籍を取得しても、日本語が

不自由な患者も存在する。医療機関で問題と

なるのは国籍ではなく、日本語が弱い患者と

のコミュニケーションをどのように克服する

かである。これらの問題は、上述の第一、第

二に挙げた、外国人患者の定義や外国人患者

の日本語能力のために医療通訳を要するかど

うかの推定を困難にしている。 

本研究では、様々な仮定、条件のもと、医

療通訳数の必要数は 600 名〜4,000 名程度と

推定した。言語は英語と中国語のニーズがあ

ったが、仮定や条件、また、取り巻く環境の

変化により大きく変化することと考えられ

る。  
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 医療通訳は医療機関外(電話通訳、院外医

療ファシリテーターなど)にも存在する。言

語も在留外国人のベトナム語の頻度が増えて

いるように、時代と共に変化することも考え

られる。戦後から韓国語、バブル経済時には

日系人のポルトガル語のように時代・政策を

反映してきた。英語だけでなく、多言語コミ

ュニケーションが必要となると考えられる。 

外国人患者数が多い場合は院内に医療通訳

が可能なスタッフの院内配置が望ましい。一

方、外国人患者が稀な場合や、主要言語通訳

でない場合は、必要に応じて医療通訳を利用

する形（電話通訳、派遣通訳）も必要であ

り、かつ、効率的と考えられる（図 4-10）。 

訪日外国人旅行者（医療目的以外）の外国

人患者では、患者数で多いのは外来での対応

であり、軽症や時間外も多い(8)。この場合、

電話通訳など臨機応変に対応可能なシステム

を複数利用できることが望ましい。しかし、

重症で入院となる場合には、医療者とさらに

詳細なコミュニケーションが必要となり、対

面での医療通訳が望ましい。このように医療

通訳の利用形態、頻度、利用時間、言語に

様々な種類、違いもあるため、医療通訳者数

の推定は困難である。 

訪日外国人患者（医療目的）では、医療通

訳が必要と考えられるのは、外来・入院治療

ともが対象となる。医療通訳のニーズは言語

に合わせた複数配置（英語・中国語など）が

必要となる。 

医療通訳の雇用は医療機関の雇用だけでな

く様々な形が考えられる。患者渡航支援業務

を行うファシリテーターのうち外務省登録の

身分保証機関は 46 企業あり、医療通訳の業

務を行う約 500 名程度があると考えられた。

医療目的の訪日患者の医療通訳は医療機関と

共にファシリテーター企業の雇用の可能性も

ある。 

在留外国人患者での医療通訳は、今回の実

態調査から、全国的に需用があると考えられ

た。外国人患者数が少ない場合は院外の医療

通訳のシステム利用も選択肢であり、通訳派

遣、渡航支援企業のファシリテーター、電話

医療通訳等の可能性がある。 

医療通訳の育成について、今後の課題と考

えられる。今回の実態調査で示した通り、現

状の英語と共に医療機関のニーズは中国語が

多く、また、ポルトガル語・スペイン語、タ

ガログ語・ベトナム語など地域によりニーズ

がある。今回の実態調査で医療機関が求める

コミュニケーションリスクの解決には医療機

関外（電話通訳、派遣通訳、ファシリテータ

ーなど）を含めた様々な医療通訳のシステム

の構築であり、そのための医療通訳者の育

成、認証が課題である。地域の人材を活用す

るためには地方単位ではなく、県や地域、国

レベルでの医療通訳の整備が望まれる。 

 

 

E. 結論 

 

今回の実態調査で最も重要な点は「外国人

患者」の実態を特徴、背景を地域的相違も含

めて初めてデータから確認できたことであ

る。全国の医療機関で外国人患者を受入れて

いることは既に特別なことではない。外国人

患者に対して、外国人患者の定義、分類、対

応も医療機関やこの分野でもまだ不十分であ

り、差し迫った外国人患者に対する診療体制

の確立のためには、今後、国や都道府県レベ

ルで共通して対応する必要がある。今回の調

査で、現状での多くの仮定、仮説のもとであ

るが、医療通訳数について検討した。外国人

患者と日本の医療関係者の両者が安心・安全
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して診療を受ける体制を構築するために、

2020 年東京オリンピックパラリンピック開催

等、世界からの外国人増加の機会の中、本研

究成果が貢献することが期待される。 
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…」誘導に課題,朝日新聞,2016 年 5 月 30
日 
28.平成 27 年度外国人観光客実態調査報告書，
沖縄県文化観光スポーツ部観光政策課 
29.おきなわ多文化共生推進指針，広報課 
30.来日中国人が日本の医療費を不正受給し
ている，日刊 SPA!，2016 年 12 月 9 日 
31.国保悪用の外国人急増，産経新聞，2017 年
1 月 6 日 
32.住民基本台帳法の一部を改正する法律、平
成 24 年 7 月 9 日 
33.Medical Excellence JAPAN 
http://www.medical-excellence-
japan.org/jp/hospital/ 
 

 

F. 健康危険情報 

 

 特になし 
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G. 研究発表 

 

1.論文発表 

1) 山田秀臣、「メトロポリタン都市、Tokyo

からみる外国人患者の課題 : 2020 年に向け

て」、医学のあゆみ、2016 年 7 月 9 日、原著 

 

2.学会発表 

1) Hideomi Yamada, etc., NATIONWIDE 
SURVEY ON PATIENTS OF FOREIGN ORIGIN 

IN JAPAN, 34thISQua conference 2017, 

London, UK、2017 年 10 月 2 日（予定） 

2) 山田秀臣、コーディネーター講習会、「来
院者属性から見る国際診療の最新事情」、

東京、2017 年 7 月 15 日（予定） 

3) 山田秀臣、「2020 年に向けて日本語が話せ
ない患者とのコミュニケーションを ICT で

スマートに解決する」、国際モダンホスピ

タルショウ、セミナー、東京、2017 年 7

月 14 日（予定） 

4) 山田秀臣、「患者によりそう ICT、医療者
をたすける ICT の始まり」、国際モダンホ

スピタルショウ、セミナー、東京、2017

年 7 月 12 日（予定） 

5) 山田秀臣、コーディネーター講習会、「来
院者属性から見る国際診療の最新事情」、

東京、2017 年 4 月 21 日 

6) 山田秀臣、東京医科大学院内研修会、「都
内の外国人診療の現状・分類と課題解決に

向けて」、講演、東京、2017 年 2 月 14 日 

7) 山田秀臣、東京都医療従事者に対する外国
人対応力向上セミナー、「外国人対応力向上

について」、講演、東京、2017 年 2 月 9 日 

8) 山田秀臣、Medical Excellence JAPAN 第
三回セミナー、「医療用多言語音声翻訳機

開発の現状」、東京、2017 年 1 月 27 日 

9) 山田秀臣、多言語対応・ICT 化推進フォー

ラム、「診療・臨床の場における多言語音

声翻訳システム（VoiceTra）を活用した試

み」、特別講演、東京、2016 年 12 月 20 日 

10) 山田秀臣、東京都医療従事者に対する外
国人対応力向上セミナー、「外国人対応力

とは？教育と技術」、講演、東京、2016 年

12 月 6 日 

11) 山田秀臣、ICT イノベーションセミナー 
in 東海、「ICT による問題解決（医療

編）」-外国人患者対応の課題と多言語音声

翻訳機の果たす近未来-、特別講演、名古

屋、2016 年 11 月 24 日 

12) 山田秀臣、Medical Excellence JAPAN 第
二回セミナー、「病院における医療の国際

化とは」、大阪、2016 年 10 月 21 日 

13) Hideomi Yamada, Yui Sugano, Sumihito 
Tamura. Effect of Inbound Medicine on 

Quality in Health Care and the Roles 

of Third Party Facilitators: a 

metropolitan Tokyo perspective from a 

JQ accredited tertiary teaching 

hospital, 33thISQua conference 2016, 

Tokyo. 2016 年 10 月 17 日 

14) 山田秀臣、東京都医工連携 HUB 機構、合
同クラスター研究会、「医療のイノベーシ

ョン、聴診器から多言語音声翻訳機ま

で」、特別講演、東京、2016 年 10 月 4 日 

15) 山田秀臣、第四回国際医療研究会イブニ
ングセミナー、「医療の国際化」、基調講

演、東京、2016 年 9 月 9 日 

16) 山田秀臣、第四回国際医療研究会、「機械
通訳について」、講演、東京、2016 年 9 月

9 日 

17) 山田秀臣、Medical Excellence JAPAN 第
一回セミナー、「病院における医療の国際化

とは」、講演、東京、2016 年 8 月 24 日 

18) 山田秀臣、 3rd China international 
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medical tourism fair、「東大病院の受診の

仕方」、講演、上海、2016 年 4 月 22 日 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

 

1. 特許取得 
なし 

 

2. 実用新案登録  
なし 

 

3. その他  
なし 
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【資料】 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-1（左）厚生労働省平成 28 年実施実態調査結果; 外国人患者の外来受入れ医療機関(%)。回答 1710

医療機関中 80％が外国人患者の外来受入れありと回答し、受け入れなしの回答は７％、把握していないは

14%であった。 

図 1-2（右）厚生労働省平成 28 年実施実態調査結果; 外国人患者の入院受入れ医療機関(%)。回答 1710

医療機関中 59%の医療機関で患者の受入れありと回答し、受入れなしの回答は 27%、把握していない

14% 、空欄が 1％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1. 厚生労働省平成 28年実施実態調査; 外国人患者の分類別の外来、入院受入れ医療機関(%)。回答

1710 医療機関中、在留外国人の外来の受入れが 75%と最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1-3（左）厚生労働省平成 28 年実施実態調査結果；在留外国人患者の外来受入れ医療機関。回答 1710

医療機関中 75%の医療機関で在留外国人患者の外来の受入れ実績があり、受入れなしは 1%であった。患者

数を把握していない医療機関は 61％、患者数を把握している医療機関では年間 10 名以下が最も多いが、

101 名以上受入れている医療機関も 104 施設あった。 

図 1-4（右）厚生労働省平成 28 年実施実態調査結果；医療目的以外の訪日外国人旅行者患者の外来受入

れ医療機関数。回答 1710 病院中 42%医療機関で患者受入れ実績があり、20%で受入れなしと回答した。把

握していない、または、空欄が 39%あった。 

80% 59%

75% 53%

医療目的以外（観光客・ビジネス客） 42% 25%

医療目的 17% 11%
訪日外国人旅行者患者

在留外国人患者

外国人患者の分類・区分別の医療機関の受入れ割合
（実態調査回答1710医療機関中　受入れ「あり」の割合）

外来 入院

すべての外国人患者の受入れ
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図 1-5. 厚生労働省平成 28 年実施実態調査結果; 

医療目的訪日外国人患者の外来受入れ医療機関数。 

17%の医療機関で患者の受入れ経験があり、受入れなし 

の回答が 51%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1-6（左）厚生労働省平成 28 年実施実態調査結果；在留外国人患者の入院受入れ医療機関。回答 1710

病院中 53%の医療機関で在留外国人患者の入院の受入れ実績があり、受入れがないは 3%であった。患者数

を把握していない医療機関が 63％あり、患者数を把握している医療機関では年間１０名以下が 217 医療

機関(65%)と最も多いが、101 名以上受入れも 36医療機関(11%)あった。 

図 1-7（右）厚生労働省平成 28 年実施実態調査結果；医療目的以外の訪日外国人旅行者患者の入院受入

れ医療機関。回答 1710 病院中 25%の医療機関で受入れ実績があり、受入れがないは 19%であった。患者数

を把握していない医療機関が 62％あり、患者数を把握している医療機関 38%では年間５名以下が 120 医療

機関(73%)と最も多いが、11-20、21 名以上受入れもそれぞれ 11医療機関(7%)あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 1-8. 厚生労働省平成 28 年実施実態調査結果；医療目的訪日外国人患者の入院受入れ医療機関。回答

1710 病院中 11%の医療機関で受入れ実績があり、受入れがないは 51%であった。患者数を把握していない

医療機関が 58％あり、患者数を把握している医療機関 42%では年間５名以下が 50 医療機関(64%)と最も多

いが、21名以上受入れも 19 医療機関(21%)あった 



 28

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 2-1. 外国人患者地域別特性; 北海道・東北および中部地方の外国人患者受入れ実績のある医療機関の

分布 (在留外国人患者・医療目的以外の訪日外国人旅行者患者・医療目的訪日外国人患者別) 黄色・黄

緑色は薄い色ほど医療機関数が少なく、濃い色ほど医療機関数が多いことを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-2. 外国人患者地域別特性; 関東地方の外国人患者受入れ実績のある医療機関の分布(在留外国人患

者・医療目的以外の訪日外国人旅行者患者・医療目的訪日外国人患者別) 黄色・黄緑色は薄い色ほど医

療機関数が少なく、濃い色ほど医療機関数が多いことを示す。 
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図 2-3. 外国人患者地域別特性; 近畿地方、中国・四国地方の外国人患者受入れ実績のある医療機関の分

布(在留外国人患者・医療目的以外の訪日外国人旅行者患者・医療目的訪日外国人患者別) 黄色・黄緑色

は薄い色ほど医療機関数が少なく、濃い色ほど医療機関数が多いことを示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4. 外国人患者地域別特性; 九州地方の外国人患者受入れ実績のある医療機関の分布(在留外国人患

者・医療目的以外の訪日外国人旅行者患者・医療目的訪日外国人患者別) 黄色・黄緑色は薄い色ほど医

療機関数が少なく、濃い色ほど医療機関数が多いことを示す。 
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図 2-5. 外国人患者地域別特性; 全国の外国人患者受入れ実績のある医療機関の分布(在留外国人患者

（橙黄色）・医療目的以外の訪日外国人旅行者患者（深緑色）・医療目的訪日外国人患者（赤丸）別) 橙

黄色と緑色は薄い色ほど医療機関数が少なく、濃い色ほど医療機関数が多い。点線で囲われた地域は集積

地を示す。 
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図 3-1（左）厚生労働省平成 28 年実施実態調査結果;日本語能力に制限のある外国人患者の受入れ経験の

ある医療機関数(%) 54%の医療機関で患者の経験をしている。 

表 3-1（右）厚生労働省平成 28 年実施実態調査結果;対応した言語 (回答医療機関数、複数回答可) 英

語と中国語が高い。日本語が入っている。ポルトガル語、ベトナム語が最も必要と回答した医療機関も認

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 3-2（左）厚生労働省平成 28 年実施実態調査結果; 医療通訳が必要とされる診療科(回答医療機関数、

複数回答可) 内科、外科、整形外科などが多い。 

図 3-2（右）厚生労働省平成 28 年実施実態調査結果; 外国人患者向け医療通訳配置医療機関数(%) 15%

の医療機関で配置しているが兼任が約 80%を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-3（左）厚生労働省平成 28 年実施実態調査結果; 現在院内で医療通訳を行っている職種 (回答医療

機関数、複数回答可) 

図 3-4（右）厚生労働省平成 28 年実施実態調査結果; 外国人患者向け医療コーディネーター配置医療機

関数(%) 3%の医療機関で配置している。 
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図 3-5. 厚生労働省平成 28 年実施実態調査結果;  

外国人患者対応の問題点 

（回答医療機関数、複数回答可） 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

 

 
表 3-3. 外国人患者の推定数計算のまとめ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

表 3-4 現状の医療通訳数のまとめ； 赤字は特に専 

門性が求められる状況が多いことが予想される通訳。 

推定患者人数（まとめ） 推定人数 計算方法, 出典

123万 患者数を外国人人口比率（外国人/日本人）で計算#
47万 上記から特別永住者、永住者を除く

50万人* 今回の実態調査から

49万人 日本人の旅行保険使用頻度(2.16%)報告より推測値

24万人 1（〜5）%, NEJM Vol347, No.7 505-516, E.T.Ryanの 報 告 (2002)より

5万人* 今回の実態調査から

946人 医療滞在ビザ発行数（平成27年）

6,924名 野村総研報告書(平成27年度）
24万人 観光庁のアンケート、目的として1%(医療目的）

3,600人* 今回の実態調査から
#Σ{（疾患の患者数）×（外国人数/日本人数）} 　5歳毎のデータを積算
*今回の調査：Σ(患者数の積算**）/(人数把握率×「はい」回答率×アンケート回収率） 回答医療機関で積算
**患者数＝各カテゴリーの最大数、最大値（以上）は最大値の倍数で簡易計算

医療目的訪日外国人患者
3,600〜24万

訪日外国人
(2,400万人/年）

在留外国人(223万人）

観光、
ビジネス

総数

医療目的

在留外国人患者
47万〜120万

医療目的以外の
訪日外国人旅行者患者

5万〜49万
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表 3-5 厚生労働省平成 28年実施実態調査結果で回答があった患者数が多いカテゴリー（在留外国人患者

101 名以上、訪日外国人患者 21 名以上）の地域別医療機関数 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1. 外国人患者地域別特性; 北海道の 

訪日外国人の傾向 台湾、香港、タイから 

来道する。夏だけでなく、冬も認める。 

(平成 27 年度北海道観光入込客数調査報告書 

より)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-1（左）外国人患者地域別特性; 東京都区部の在留外国人の傾向 ベトナム、ネパールの増加が著し

い。(東京都統計データより解析)  

図 4-2（右）外国人患者地域別特性; 東京都区部の外国人患者の現状（複数医療機関） 他の地域とは異

なり、旅行者や医療目的の来日を認める傾向を示す。(2015 年日本医療教育財団提供データを解析)  
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図 4-3. 外国人患者地域別特性; 東海地方 

(静岡県)の医療通訳の現状(1 施設)  

在留外国人患者のみが多く、国籍の特徴がある 

(2015 年日本医療教育財団提供データを解析)。  

 

 

     
 

 

 

 

 

 

 

図 4-4（左）. 外国人患者地域別特性; 東海地方(愛知県)の医療通訳の現状(1 施設) 在留外国人患者が

多いが医療目的来日の外国人患者も認める。訪日観光客は認めない。言語・加入保険種類などは多様であ

る (2015 年日本医療教育財団提供データを解析) 

図 4-4（右）. 外国人患者地域別特性; 愛知県の在留外国人の傾向 大都市だけでなく、他の市町村にも

分散して多く居住している。一部の市町村では東京都区部の比率(4%)よりも高い。(愛知県公開資料 2015

年より解析)  

 

 

 

 

 

 

 

図 4-5. 外国人患者地域別特性; 中部地方 

(飛騨高山)の訪日外国人の傾向 他の地域と比較 

して、欧米からの外国人の割合が多い(平成 26 年 

高山市商工観光部観光課より解析) 。 

 

 
 

 

 

1 4 %

4 %
6 %

1 5 %

1 6 %

2 2 %

23 %

ブラジル 中国
韓国・ 朝鮮 フィ リ ピン
ベト ナム ペルー
その他

人数 割合(% )

名古屋市 69 ,3 2 0 3 3 .1

豊橋市 14 ,7 1 9 7 .0

豊田市 14 ,6 8 4 7 .0

岡崎市 9 ,6 1 1 4 .6

小牧市 7 ,8 9 6 3 .8

その他 93 ,1 2 1 4 4 .5

総数 209 ,3 5 1

在留外国人の市町村別人数
市町村 % 外国人数

知立 6 .3 8 4 5 0 0
高浜 5 .6 8 2 6 3 5
小牧 5 .2 8 7 8 9 6
碧南 5 .0 0 3 5 6 8
岩倉 4 .7 1 2 2 4 1
飛鳥村 4 .2 2 1 8 5
西尾 4 .0 8 6 8 7 5

豊橋 3 .9 3 1 4 7 1 9
豊明 3 .6 6 2 5 3 5
豊田 3 .4 8 1 4 5 8 4
安城 3 .2 9 6 0 6 0
弥富 3 .1 5 1 3 6 1
名古屋 3 .0 2 6 9 3 2 0

在留外国人の市町村別人口比率
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図 4-6（左）. 外国人患者地域別特性; 三重県の在留外国人の傾向 東海・近畿地方の特性が混合してブ

ラジルと韓国・朝鮮の国籍を認める。言語は多様で、居住地域は北部に中心に分散している。 

図 4-7（右）. 外国人患者地域別特性; 京都府の訪日外国人・在留外国人の傾向 観光客・在留共に京都

市内に偏在している。(京都府外国人宿泊数内訳表、京都府国際化の現状（平成 28 年）より解析)  

 

 

 

図 4-8. 外国人患者地域別特性; 大阪府 

の訪日外国人・在留外国人 旅行客の 

1、2位と住民の 1、2位が反対となるが、 

言語はこの中国・韓国のみで共に 3/4 を 

占める(「数字で見る大阪府の国際化」 

より解析)。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-9. 外国人患者地域別特性; 福岡県の 

訪日外国人・在留外国人の傾向 韓国観光客 

と港の入国を認める。(「福岡県を訪れる外国 

人観光客の特徴について」より解析) 

 

 

 

図 4-10.医療通訳の理想的な運用方法について  

縦軸に患者の来院頻度、横軸に言語対応力を示す。 

外国人患者とのコミュニケーションが望まれる場合 

は院内にも言語対応力（医療）が望まれるが、来院 

頻度が少ない場合には電話通訳や派遣通訳による 

医療通訳が適切な場合もある。 
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